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○
農
林
水
産
省
告
示
第
百
七
十
号 

農
業
保
険
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
八
十
五
号
）
第
百
六
十
条
第
三
項
、
農
業
保
険
法
施
行
令
（
平
成
二
十
九
年
政
令

第
二
百
六
十
三
号
）
第
三
十
五
条
第
四
項
並
び
に
農
業
保
険
法
施
行
規
則
（
平
成
二
十
九
年
農
林
水
産
省
令
第
六
十
三
号
）
第

七
十
六
条
、
第
二
百
十
八
条
第
二
項
及
び
第
四
項
並
び
に
第
二
百
三
十
九
条
第
二
項
及
び
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
園
芸
施

設
共
済
に
係
る
共
済
掛
金
標
準
率
、
園
芸
施
設
通
常
標
準
被
害
率
、
再
保
険
料
基
礎
率
及
び
保
険
料
基
礎
率
を
次
の
よ
う
に
定

め
る
。 

令
和
六
年
一
月
二
十
四
日 

農
林
水
産
大
臣 

坂
本 

哲
志 

 

（
「
次
の
よ
う
」
は
、
省
略
し
、
そ
の
関
係
書
類
を
農
林
水
産
省
経
営
局
保
険
課
及
び
都
道
府
県
庁
に
備
え
置
い
て
縦
覧
に

供
す
る
と
と
も
に
、
農
林
水
産
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
す
る
。
） 

附 

則 

１ 

こ
の
告
示
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

２ 

令
和
三
年
二
月
五
日
農
林
水
産
省
告
示
第
二
百
四
十
号
（
園
芸
施
設
共
済
に
係
る
共
済
掛
金
標
準
率
等
を
定
め
る
件
）
は
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、
廃
止
す
る
。 

３ 
こ
の
告
示
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
以
後
に
共
済
責
任
期
間
が
開
始
す
る
園
芸
施
設
共
済
の
共
済
関
係
、
当
該
共
済
関
係

に
係
る
保
険
関
係
及
び
当
該
保
険
関
係
に
係
る
再
保
険
関
係
か
ら
適
用
す
る
も
の
と
し
、
同
日
前
に
共
済
責
任
期
間
が
開
始

す
る
園
芸
施
設
共
済
の
共
済
関
係
、
当
該
共
済
関
係
に
係
る
保
険
関
係
及
び
当
該
保
険
関
係
に
係
る
再
保
険
関
係
に
つ
い
て

は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。 



「次のよう」の部分  

 

（共済掛金標準率） 

第１ 園芸施設共済に係る農業保険法（以下「法」という。）第 160条第３項の共済掛金標準率（園

芸施設共済に係る農業保険法施行規則（以下「規則」という。）第 76 条の農林水産大臣が定め

る率を含む。以下「共済掛金標準率」という。）は、（１）に掲げる率とする。 

ただし、別表 1 のプラスチックハウスⅡ類に区分される特定園芸施設のうち骨格の主要部分

が 31.8mm 以上の径のパイプにより造られている施設又は恒常的な補強により当該施設と同等

の強度を有している施設（以下「補強園芸施設」という。）については、（１）中「共済掛金標準

率の算定基礎率の各区分の欄に定める率」とあるのは、「共済掛金標準率の算定基礎率の各区分

の欄に定める率（特定園芸施設及び附帯施設、特定園芸施設撤去費用額並びに園芸施設復旧費

用額の欄に定める率にあっては、当該区分の欄に定める率にそれぞれ（２）に掲げる係数を乗

じて得た率）」と読み替えて適用する。  

（１）別表１の特定園芸施設及び附帯施設、施設内農作物、特定園芸施設撤去費用額並びに園芸

施設復旧費用額（以下「特定園芸施設等」という。）のそれぞれについて同表の都道府県に係

る同表における施設区分ごと、地域（都道府県の区域又は都道府県の区域を細分した地域と

して別表５に定める区域とする。以下同じ。）ごと、小損害不塡補の金額（規則第 159条第１

項に定める金額をいう。以下同じ。）ごと並びに被覆期間及び未被覆期間の別ごと（以下「施

設区分等ごと」という。）に共済掛金標準率の算定基礎率の各区分の欄に定める率（規則第 159

条第２項の特約をした共済関係にあっては、当該施設区分等ごとの共済掛金標準率の算定基

礎率の各区分の欄に定める率にそれぞれ別表１－②における当該施設区分等ごとの共済掛金

標準率の算定基礎率の各区分の欄に定める率を合計して得た率）を、当該特定園芸施設等ご

との共済金額相当額（特定園芸施設及び附帯施設にあっては規則第 160 条第１項第１号及び

第２号に掲げる金額の合計金額に付保割合（共済金額の共済価額に対する割合をいう。以下

同じ。）を乗じて得た金額、施設内農作物にあっては同項第３号に掲げる金額に付保割合を乗

じて得た金額、特定園芸施設撤去費用額にあっては規則第 156 条第２項第１号に掲げる金額

に付保割合を乗じて得た金額、園芸施設復旧費用額にあっては同項第２号に掲げる金額に付

保割合を乗じて得た金額。以下同じ。）により加重平均して得た率に、被覆に係るものにあっ

ては被覆期間の月数を 12 で除したもの及び未被覆に係るものにあっては未被覆期間の月数

を 12で除したものをそれぞれ乗じて得た率を合計して得た率 

（２）0.85  

２ 前項の規定にかかわらず、園芸施設共済に付することの集団による申込み（次に掲げる要件

に該当するものをいう。）により園芸施設共済に加入した法第 10 条第１項に規定する組合員等

（以下「集団加入組合員等」という。）についての園芸施設共済に係る共済掛金標準率は、前項

に規定する率に 0.95 を乗じて得た率とする。 

（１）特定園芸施設を所有し、又は管理する者で農業を営むものが構成員となっている団体にお

いて、当該構成員が当該特定園芸施設について園芸施設共済又は保険に加入する旨の取決め

を行うこと並びに園芸施設共済の一斉加入受付の実施及び特定園芸施設の補強・保守管理に

取り組むことについて、組合等（法第 11 条第１項に規定する組合等をいう。以下同じ。）と



協定を締結していること 

（２）当該団体が園芸施設共済の一斉加入受付を実施し、当該構成員の園芸施設共済の加入割合

が当該一斉加入受付前より増加するとともに、当該加入割合が８割を超えること  

（３）当該一斉加入受付により園芸施設共済に付することの申込みを行うこと  

 

（園芸施設通常標準被害率） 

第２ 園芸施設共済に係る農業保険法施行令（以下「令」という。）第 35 条第４項の園芸施設通

常標準被害率は、（１）に掲げる率とする。 

ただし、補強園芸施設については、（１）中「園芸施設通常標準被害率の算定基礎率の各区分

の欄に定める率」とあるのは、「園芸施設通常標準被害率の算定基礎率の各区分の欄に定める率

（特定園芸施設及び附帯施設、特定園芸施設撤去費用額並びに園芸施設復旧費用額の欄に定め

る率にあっては、当該区分の欄に定める率にそれぞれ（２）に掲げる係数を乗じて得た率）」と

読み替えて適用する。 

（１）別表２の特定園芸施設等のそれぞれについて同表の都道府県に係る同表における施設区分

等ごとに園芸施設通常標準被害率の算定基礎率の各区分の欄に定める率（規則第 159 条第２

項の特約をした共済関係にあっては、当該施設区分等ごとの園芸施設通常標準被害率の算定

基礎率の各区分の欄に定める率にそれぞれ別表２－②における当該施設区分等ごとの園芸施

設通常標準被害率の算定基礎率の各区分の欄に定める率を合計して得た率。以下「特定園芸

施設等ごとの各区分の欄に定める率」という。）を、当該特定園芸施設等ごとの次のア及びイ

に掲げる共済金額相当額を合計して得た金額により加重平均して得た率に、被覆に係るもの

にあっては被覆期間の月数を 12 で除したもの及び未被覆に係るものにあっては未被覆期間

の月数を 12 で除したものをそれぞれ乗じて得た率を合計して得た率とする。 

ア 当該事業年度内に共済責任期間が開始された共済関係に係る共済責任期間の開始の日か

ら当該事業年度の末日までの期間の当該特定園芸施設等の共済金額相当額 

イ 当該事業年度の前年度に共済責任期間が開始された共済関係に係る当該事業年度の開始

の日から当該共済責任期間の末日までの期間の当該特定園芸施設等の共済金額相当額 

（２）0.85  

２ 前項の規定にかかわらず、当該事業年度に別表２の改定が行われた場合にあっては、園芸施

設通常標準被害率は、次の（１）及び（２）に掲げるものを合計して得たものを前項の（１）の

ア及び（１）のイに掲げる共済金額相当額を合計して得た金額の合計金額で除した率に、被覆

に係るものにあっては被覆期間の月数を 12 で除したもの及び未被覆に係るものにあっては未

被覆期間の月数を 12 で除したものをそれぞれ乗じて得た率を合計して得た率とする。  

（１）改定前の別表２の特定園芸施設等ごとの各区分の欄に定める率に当該特定園芸施設等ごと

の前項の（１）のイに掲げる共済金額相当額を乗じて得たものの合計  

（２）改定後の別表２の特定園芸施設等ごとの各区分の欄に定める率に当該特定園芸施設等ごと

の前項の（１）のアに掲げる共済金額相当額を乗じて得たものの合計  

３ 前２項の規定にかかわらず、集団加入組合員等についての園芸施設通常標準被害率は、前２

項に規定する率に 0.95を乗じて得た率とする。  

 



（再保険料基礎率及び保険料基礎率）  

第３ 園芸施設共済に係る規則第 218 条第２項の農林水産大臣が定める再保険料基礎率（以下「再

保険料基礎率甲」という。）及び規則第 239条第２項の農林水産大臣が定める保険料基礎率（以

下「保険料基礎率甲」という。）については、別表３及び別表３－②における再保険料基礎率甲

の算定基礎率及び保険料基礎率甲の算定基礎率の各区分の欄に定める率について、第１の規定

の例により算定して得た率とする。 

２ 園芸施設共済に係る規則第 218 条第４項の農林水産大臣が定める再保険料基礎率（以下「再

保険料基礎率乙」という。）及び規則第 239条第４項の農林水産大臣が定める保険料基礎率（以

下「保険料基礎率乙」という。）については、別表４及び別表４－②における再保険料基礎率乙

の算定基礎率及び保険料基礎率乙の算定基礎率の各区分の欄に定める率について、第２の規定

の例により算定して得た率とする。 

 

（注）１ 別表１から別表５までの「施設内農作物」、「特定園芸施設撤去費用額」、「園芸施設復

旧費用額」、「被覆・未被覆」、「施設区分」及び「小損害不塡補の金額」の各欄は規則第 

157条第１号から第６号までに掲げる区分に、「施設内農作物」欄中「事故除外」欄は規

則第 76 条の農林水産大臣が定める率に、それぞれ対応する。 

２ この告示の公布後に組合等の区域変更が行われた場合についても、別表５に掲げる区

域は、当該区域変更が行われた後最初に別表１から別表４－②までが改定されるまでの

間は、当該区域変更の前の区域とする。 

３ この告示の公布後に特定組合（法第 73 条第４項に規定する特定組合をいう。以下同

じ。）が成立した場合において、政府と当該特定組合との間に存することとなる園芸施設

共済の保険関係に係る保険料基礎率甲及び保険料基礎率乙については、第３において準

用する第１中「共済掛金標準率の算定基礎率」とあるのは「再保険料基礎率甲の算定基

礎率」と、第３において準用する第２中「園芸施設通常標準被害率の算定基礎率」とあ

るのは「再保険料基礎率乙の算定基礎率」と、それぞれ読み替えるものとする。 
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